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別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱一部改正 新旧対照表（案）  

改 正 後  現  行   

別紙  別紙   

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱  次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱   

（通則）1～（交付の対象）3  （通則）1～（交付の対象）3   
（略）  （略）   

（定  義）  （定  義）   

4 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、  4 本交付要綱において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、   
中分類及び小分類の施設をいう。  中分類及び小分類の施設をいう。  
区  分   大  分  類  中  分  類   ′ト  分   類  区  分   大  分  類  中  分  類   小  分  類  

（1）児童福祉法（昭  助産施設  第一種助産施設  （1）児童福祉法（昭  助産施設  第一種助産施設  
和22年法律第16  第二種助産施設  和22年法律第16  第二種助産施設  
4号）第7条に基づ  乳児院  4号）第7条に基づ  乳児院  
く児童福祉施設、同  母子生活支援施設  く児童福祉施設、同  母子生活支援施設  
法第12条の4に基  児童養護施設  法第12条の4に基  保育所（平成20  
づく児童を一時保護  情緒障害児短期治  づく児童を一時保護  年度から繰越を行  
する一時保護施設、  療施設  する一時保護施設、  った事業に限る。）  

同法第35条第5項  児童自立支援施設  同法第35粂第5項  児童養護施設  

に基づく職員養成施  児童家庭支援セン  に基づく職員養成施  情緒障害児短期治  
設、同法第6粂の2  ター  設、同法第6粂の2  療施設  
第1項に基づく児童  第1項に基づく児童  児童自立支援施設  

自立生活援助事業を  自立生活援助事業を  児童家庭支援セン  
行う事業所、同条第  行う事業所、同条第  ター   
8項に基づく小規模  8項に基づく′ト規模  

住居型児童養育事業  住居型児童養育事業  

を行う事業所及び平  を行う事業所」＿里盛  

成17年8月23日  11年1月7日児発  
雇児発第0823001号  第14号厚生省児童  

厚生労働省雇用均等  家庭局長通知「子育  

・児童家庭局長通知  て支援のための拠点  

「母子保健医療対策  施設の設置につい  

等総合支援事業の実  て」に基づく子育て  
施について」に基づ  支援のための拠点施  
く妊産婦ケアセンタ   畳及び平成17年8  

月23日雇児発第  
0823001号厚生労働  

省雇用均等・児童家   

（
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5 （略）   

（事業の種類）  

6 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。  

（1）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業  

5 （略）   

（事業の種類）  

6 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。  

（1）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業  

①施設の種類   ②設置根拠等   （訂設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施   都道府県又は指定   

設等  都市、中核市若し   

ア児童福祉施設  児童福祉法第35粂第2項又は            くは市町村  

（保育所を除く。）   第3項   

イ児童相談所一時保護施  児童福祉法第12粂の4  都道府県又は指定  
設  都市、中核市若し  

くは市  

ウ職員養成施設  児童福祉法第35条第5項  
都市、中核市若し  
くは市町村  

児童福祉法第6条の写第1項  都道府県又は指定   

所  都市、中核市若し  

くは市町村  

児童福祉法第6条の2第8項  都道府県又は指定   

事業所  都市、中核市若し  
くは市町村  

平成11年1月7日児発第14  

点施設（平成20年度  号厚生省児童家庭局長通知「子  市、若しくは市町   

から繰越を行った事業  育て支援のための拠点施設の設  壁  
j工区旦⊥L   置について」   

都道府県      宣妊産婦ケアセンター  平成17年8月23日雇児発第   

①施設の種類   ②設置根拠等   ③設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施   都道痢：県又は指定   

設等  都市、中核市若し   
ア児童福祉施設  児童福祉法第35条第2項又は  

第3項  

児童福祉法第12条の4  都道府県又は指定   
設  都市、中核市若し  

くは市  

ウ職員養成施設  児童福祉法第35条第5項  

都市、中核市若し  
くは市町村  

児童福祉法第6条の2第1項  
所  都市、中核市若し  

くは市町村  

児童福祉法第6条の2第8項  

事業所  都 
くは市町村  

（削除）  

平成17年8月23日雇児発第  
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（2）～（3） （略）  
（4）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」   

という。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中   

核市若しくは市町村が行う補助事業。  

（2）～（3） （略）  
（4）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者（以下「社会福祉法人等」   

という。）が設置する施設に係る施設整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中   

核市若しくは市町村が行う補助事業。  

①施設の種類   ②設置根拠等   （勤設置主体   

（l）児童福祉法に基づく施  
設等  

ア児童福祉施設（保育所  児童福祉法第35条第4項  社会福祉法人、豊   

については、平成20  校法人（認定こど   

年度から繰越を行った  も園である幼保連   

事業に限る。）  携施設を構成する  

幼稚園及び保育所  

児童福祉法第6条の2第1項  の設置者が同一の   

所  学校法人である場  

合において当該保  

児童福祉法第6条の2第8項  育所の施設整備を   

事業所  行う場合に限る。）、  

日本赤十字社、公  

平成17年8月23日雇児発第  

0823001号厚生労働省雇用均等・  財団法人、特例社  

児童家庭局長通知「母子保健医  団法人又は特例財  

療対策等総合支援事業の実施に  

ついて」   

（2）～（4）（略）   

①施設の種類   ②設置根拠等   ③設置主体   

（1）児童福祉法に基づく施  
設等  

ア児童福祉施設  児童福祉法第35粂第4項  社会福祉法人、日  

本赤十字社、公益  

社団法人、公益財  

団法人、特例社団  

法人又は特例財団  

イ児童自立生活援助事業  法人   

所  

ウ小規模住居型児童養育  

事業所  

エ妊産婦ケアセンター  平成17年8月23日雇児発第  

0823001号厚生労働省雇用均等・  

児童家庭局長通知「母子保健医  

療対策等総合支援事業の実施に  

ついて」  

（2）～（4）（略）   

（交付金の対象除外）7～（交付の算定方法）8  

（略）  

（交付金の対象除外）7～（交付の算定方法）8  

（略）  

（国の財政上の特別措置）  

9 次の表の第1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める対象施設の種類に掲げられて   
（国の財政上の特別措置）  

9■ 次の表の第1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める対象施設の種類に掲げられて  



いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、第1欄の区分に基づいた別  

表2「交付基礎点数表」に基づき、交付基礎額を算出するものとする。   

ただし、対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2粂第  

2項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、別表2「交付基礎点  

数表」中A地域基準点数を適用し、その定める方法により算出された点数に対して、  

0．08を乗じて得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。  

いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、第1欄の区分に基づいた別  

表2「交付基礎点数表」に基づき、交付基礎額を算出するものとする。   

ただし、対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2粂第  

2項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯に所在する場合は、別表2「交付基礎点  

数表」中A地域基準点数を適用し、その定める方法により算出された点数に対して、  

0，08を乗じて得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。  

1  区  分   2 対象施設の種類   

① 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）   助 産 施 設   

第4条第1項に規定する沖縄振興計画に基づく事業  乳  児  院   

として行う場合   母子生活支援施設   

② 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別  児 童 福 祉施 設   

措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2   

条第3項に規定する公害防止対策事業として行う場   

A  ⊂】   

③ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備  乳  児  院   

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭  情緒医書児短期治漂鳥設   

和55年法律第63号）第2条第1項に規定する地   

震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業   

のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造   

施設の改築として行う場合）   

④ 地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111   乳  児  院  

号）第2粂第1項に規定する地震防災緊急事業五箇  樟緒障害児短期治療施設   

年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表   

第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として   

行う場合）   

（削除）  

（削除）  

1  区  分   2 対象施設の種類   

① 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）   助 産 施 設   

第4粂第1項に規定する沖縄振興計画に基づく事業  乳  児  院   

として行う場合   母子生活支援施設  

保育所  

（保育所については、  

平成20年度から  

繰越を行った事業  

遇⊥L   

② 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別  児 童 福 祉施 設   

措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2   （保育所については、   

条第3項に規定する公害防止対策事業として行う場  平成20年度から   

円   繰越を行った事業  

泣選 

（∋ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備  乳  児  院   

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭  情緒庫書児短期治療施設   

和55年法律第63号）第2粂第1項に規定する地   

震対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業   

のうち、同法別表第1に掲げる児童福祉施設（木造   

施設の改築として行う場合）   

④ 地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111  乳  児  院   

号）第2条第1項に規定する地震防災緊急事業五箇  情緒障害児短期治療施設   

年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表   

第1に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として   

行う場合）   

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第  保  育  所  

15号）第6条第1項に規定する過疎地域自立促進   （平成20年度から  

市町村計画に基づく事業として行う場合  繰越を行った事業  

に限るn）   

⑥ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第8粂第  保  育  所  

1項の規定に基づく山村振興計画に基づく事業とし  （平成20年度から  
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別表1－1  別表1－1  
算  定  基  準  算  定  基  準  

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備  創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備  

1 区 分  2 種 目  3   基  準  4  対 象 経 費  1 区 分  2 種 目  3  基  準  4  対 象 経 費  

施設整備  本体工事費  ア 定員l人当たり交付基礎点数  施設の整備（施設の整備と  施設整備   本体」二事費  ア 定員1人当たり交付基礎点数  施設の整備（施設の整備と  

を適川する場合   ー‥体的に整備されるものであ  を適用する場合   一体的に整備されるものであ  

（ア）別表2に掲げる定員l人当  って、地方厚生（支）局長が  （ア）別表2に掲げる定員1人当  って、地方厚生（支）局長が  

たり交付基礎点数に定員を乗  必要と認めた整備を含む。）  たり交付基礎点数に定員を乗  必要と認めた整備を含む。）  

じて得たものを基準とする。  に必要な工事費又は工事請負  じて得たものを基準とする。  に必要な工事費又は工事請負  

（イ）沖純振興特別措置法（平成  費（7 に定める費用を除  （イ）沖純振興特別措置法（平成  費（7 に定める費用を除  

14年法律第14号）第4粂  く。）及び工事事務費（工事  14年法律第14号）第4条  く。）及び工事事務費（工事  

に規定する沖純振興計画（以  施工のため直接必要な事務に  に規定する沖縄振興計画（以  施工のため直接必要な事務に  

F「沖純振興計画」と い  要する費用であって、旅費、  下 r沖純振興計画」と†、  要する費用であって、旅費、  

う。）に基づく事業として行  消耗品費、通信運搬費、印刷  う。）に基づく事業として行  消耗品費、通信運搬費、印刷  

う場合には別衣2に掲げる定  製本費及び設計監督料等をい  う場合には別表2に掲げる定  製本費及び設計監督料等をい  

貝l人当たり交付基礎点数に  い、その額は、‾「事費又は工  員1人当たり交付基礎点数に  い、その額は、工事費又は工  

定員を乗じて得たものを基準  粥請負費の2．6％に相当す  定員を乗じて得たものを基準  事請負費の2，6％に相当す  

とする。   る額を限度額とする。以下同  とする。   る額を限度額とする。以下同  

（ウ）公害の防止に関する事業に  じ。）並びに既存建物の買収  （ウ）公害の防止に関する事業に  じ。）並びに既存建物の買収  

係る国の財政上の特別措置に  のために必要な公有財産購入  係る国の財政上の特別措置に  のために必要な公有財産購入  

関する法律（昭和46年法律  費（PFl事業に限る。）。  関する法律（昭和46年法律  費（PFI事業に限る。）。  

第70号）第2条に規定する  ただし、別の補助金等又は  第70号）第2条に規定する  ただし、別の補助金等又は  

公害防止対策事業（以下「公  この種目とは別の種目におい  公害防止対策事業（以下「公  この種目とは別の種目におい  

害防止対策事業」という。）  て別途交付対象とする費用を  害防止対策事業」という。）  て別途交付対象とする費用を  

として行う場合には別表2に  除き（以下同じ。）、工事費  として行う場合には別表2に  除き（以下同じ。）、工事費  

掲げる定員1人当たり交付基  又は工事請負費には、これと  掲げる定員1人当たり交付基  又は工事請負費には、これと  

礎点数に定員を乗じて得たも  同等と認められる委託費、分  礎点数に定員を乗じて得たも  同等と認められる委託費、分  

のを基準とする。   担金及び適当と認められる購  のを基準とする。   担金及び適当と認められる購  

（エ）地腐防災対策畑化地域にお  入 費等 を 含む（以 下 同  （エ）地震防災対策強化地域にお  入費等 を含む（以下同  

ける地嘉対策緊急彗Ⅷ欄諸に  ける地震対策緊急整備事業に  

係る国の財政llの特別構常に  係る国の財政上の特別措置に  

関する法律（昭和55年法律  関する法律（昭和55年法律  

第63号）第2条に規定する  第63号）第2条に規定する  

地震対策緊急整備事業計画  地震対策緊急整備事業計画  

（以下「地震対策緊急整備事  （以下「地廣対策緊急整備事  

業計画」という。）に基づい  業計画」という。）に基づい  

て実施される事業のうち、同  て実施される事業のうち、同  

法別表第1に掲げる児壷福祉  法別表第1に掲げる児童福祉  

施設（木造施設の改築として  施設（木造施設の改築として  

行う拗合）として行う場合に  行う場合）として行う場合に  

は別表2に掲げる定員1人当   は別表2に掲げる定員1人当   

▲■     せl  ′ －         」Lp   



たり交付基礎点数に定員を乗  

じて待たものを基準とする。  

（オ）地震防災対策特別措置法  

（平成7年法律第111号）  

第2条に規定する地震防災緊  

急事業五箇年計画（以下、  

「地廃防災緊急事業五箇年計  

画」という。）に基づいて実  

施される事業のうち、同法別  

表第1に掲げる児童福祉施設  

（木造施設の改築と して行う  

場合）として行う場合には別  

表2に掲げる定員1人当たり  

交付基礎点数に定員を乗じて  

得たものを基準とする。  

イ 1施設当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1施設当た  

り交付基礎点数を基準とす  

る。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1施設当たり交付基礎  

点数を基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（エ）地靂対策緊急整備車業計画  

に基づいて実施される事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築として行う場合）として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（オ）地麗防災緊急事某五箇年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

る児童福祉施設（木造施設の  

改築として行う場合）として  

行う虜合には別表2に掲げる  

1施設当たり交付基礎点数を  

基準とする。   

たり交付基礎点数に定員を乗  

じて得たものを基準とする。  

（オ）地震防災対策特別措置法  

（平成7年法律第111号）  

第2粂に規定する地窟防災緊  

急彗i業五箇年計画（以下、  

「地扁防災緊急事業五箇年計  

画」という。）に基づいて実  

施される事業のうち、同法別  

表第1に掲げる児童福祉施設  

（木造施設の改築として行う  

場合）として行う場合には別  

衣2に掲げる定員1人当たり  

交付基礎点数に定員を乗じて  

得たものを基準とする。  

イ 1施設当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別衣2に掲げる1施設当た  

り交付基礎点数を基準とす  

る。  

（イ）沖縄振興計画に基づく＊業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1施設当たり交付基礎  

点数を基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（エ）地廉対策緊急整備事業計画  

に基づいて実施される事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築と して行う場合）として行  

う場合には別表2に掲げる1  

施設当たり交付基礎点数を基  

準とする。  

（オ）地膚防災緊急事業五由年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

る児童福祉施設（木造施設の  

改築と して行う場合）として  

行う脇合には別表2に掲げる  

1施設当たり交付基礎点数を  

基準とする。  



ウ 1世帯当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1世帯当た  

り交付基礎点数に定員（世  

帯）を乗じて得たものを基準  

とする。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1世帯当たり交付基礎  

点数に定員（世帯）を乗じて  

得たものを基準とする。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

世帯当たり交付基礎点数に定  

員（世帯）を乗じて得たもの  

を基準とする。   

ウ 1世帯当たり交付基礎点数を   

適用する場合  

（ア）別表2に掲げる1世帯当た  

り交付基礎点数に定員（世  

帯）を乗じて得たものを基準  

とする。  

（イ）沖組振興計画に基づく事業  

として行う場合には別表2に  

掲げる1世帯当たり交付基礎  

点数に定員（世帯）を乗じて  

得たものを基準とする。  

（ウ）公害防止対策車業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

世帯当たり交付基礎点数に定  

員（世帯）を乗じて得たもの  

を基準とする。  

エ 1グループケア当たり交付基  

礎点数を適用する場合  

（ア）別衣2に掲げるlグループ  

ケア当たり交付基礎点数にグ  

ループケア数を乗じて得たも  

のを基準とする。  

（イ）沖縄振興計画に基づく事業  

凋＝こは別表2に  
掲げる1グループケア当たり  

交付基礎点数にグループケア  

数を乗じて得たものを基準と  

する。  

（ウ）公害防止対策事業として行  

う場合には別表2に掲げる1  

グループケア当たり交付基礎  

点数にグループケア数を乗じ  

て得たものを基準とする。  

（エ）地廣対策緊急整備事業計画  

刈れる事業の  

うち、同法別表第1に掲げる  

児童福祉施設（木造施設の改  

築として行う場■含）・として行  

う場合には別表2に掲げる1  

グループケア当たり交付基礎  

点数にグル瑚じ  

て得たものを基準とする。  

（オ）地顔防災緊急事美玉箇年計  

画に基づいて実施される事業  

のうち、同法別表第1に掲げ  

ト  



る児童福祉施設（木造施設の  

改築として行う場合心  

行う岬ヂる  

1グループケア当たり交付基  

礎点数にグル∵プケア数を乗  

じて得たものを基準とする（  

旦 一帥改築及び拡頗  

平成20年6ノ」12［】雇児発   

窮0612005号・厚生労働省鹿川均   

等・児歪家庭局長通知「次世代   

育成支援対策施設整備交付金に   

おける・部改築及び拡頗に係る   

交付金の算出方法の収扱いにつ   

いて」により算出されたものを   

基準とする。  

旦 豪雪地帯対策特別措置法（昭   

和37年法律第73号）第2条   

第2噴の規定に基づき指定され   

た特別豪雪地帯に所在する場合   

は、」二記に定める方法により算   

定されたものに対して0．08   

を乗じて得たものを加算する。   

皇 積雪寒冷地城（寒冷地手当支   

給規則（昭和39年総理府令第   

3 3号）別表1に掲げる地域   

（国家公務員の寒冷地手当支給   

地域）とする。）に所在する下   

記に掲げる対象施設の体育施設   

にあっては、1施設当た り   

26川00点数を基準とする。  

ただし、公害防止対策事業と   

して行う傷合には1施設当たり   

28，6川点数、地嘉対策緊急整備   

事業計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合及び地頭防災緊急事業五   

箇年計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別衣第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合には1施設当たり旦建  

三 一部改築及び拡張  
平成20年6月12日雇児発   

第0612005号厚生労働省雇用均   

等・児歪家庭局長通知 r次世代   

育成支援対策施設整備交付金に   

おける一部改築及び拡張に係る   

交付金の算出方法の取扱いにつ   

いて」により算出されたものを   

基準とする。  

互 豪雪地帯対策特別措置法（昭   

和3 7年法律第73号）第2条   

第2項の規定に基づき指定され   

た特別豪雪地帯に所在する場合   

は、上記に定める方法により算   

定されたものに対して0．08   

を乗じて得たものを加算する。  

旦 積雪寒冷地城（寒冷地手当支   

給規則（昭和3 9年総理府令第   

3 3号）別表1に掲げる地域   

（国家公務員の寒冷地手当支給   

地域）とする。）に所在する下   

記に掲げる対象施設の体育施設   

にあっては、1施設当たり   

25㍉50点数を基準とする。  

ただし、公害防止対策事業と   

して行う場合には1施設当たり   

2軋」10点数、地震対策緊急整備   

事業計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築と して行う場合）として行   

う場合及び地震防災緊急事業五   

箇年計画に基づいて実施される   

事業のうち、同法別表第1に掲   

げる児童福祉施設（木造施設の   

改築として行う場合）として行   

う場合には1施設当たり34，070   



点数を基準とする。  点数を基準とする。  

〈対象施設〉  〈対象施設）  

婦人保護施設、児童養護施設、  婦人保護施設、児童養護施設、  

情緒障害児短期治糠施設、児毒  情緒障害児短期治療施設、児童  

自立支援施設  自立支援施設  

ク地域に密着した独自の＊菜を  

実施するための場等を確保する  

整備であって、平成20年6月  

12日雇児発第0612008号厚生労  

働省雇用均等・児竜家庭局長通  

知「次世代育成支援対策施設整  

腑交付金における地域福祉の推  

進等を図るためのスペース（地  

城交流スペース）の整備につい  

て」に定める基準に適合する整  

腑を行うときは、別表2に定め  

る交付基礎点数を基準とする。  

特殊附帯工  別表2に掲げる1施設当たり交  特殊附帯工事費に必要な工  特殊附帯工  別表2に掲げる1施設当たり交  特殊附帯工事費に必要な工  

革労   付基礎点数を基準とする。   事費又は工事請負費  事費   付基礎点数を基準とする。   事費又は工事請負費  

解体撤去  ヱ 別表2に掲げる1旦位当たり  解体撤去に必要な工事費  解休撤去  別表2に掲げる1施設当たり交  解体撤去に必要な工事費  

工事費及び  又は工事請負費及び仮設施設  工事費及び  又は工事請負費及び仮設施設  

仮設施設  整備に必要な貸借料、工事費  仮設施設  整備に必要な賃借料、工事費  

整備工事費   整備工事費   又は工事請負費  

和37年法律策73号）第2粂  

第2墳の規定に基づき指定され  

た特別豪雪地帯に所在する場合  

は、1こ記に定めるガ法により算  

定されたものに対して0．08  

を乗じて得たものを加算する。  

（江）盛年度から繰越を行った事業については、曲年度に設定された算定基準を適川する。  （注）平成20年度から繰越を行った事業については、平成20年度に設定された算定基準を適用  

する。  

別表1－2 （略）  別表1－2（略）   

財  

・」ヒーー・－ムーヘヤ・・  ゝ－‥  －一－  

＿・‖．   



別 表 2  別 表 2   

交 付 基 礎 点 数 表  交 付 基 礎 点 数 表  

A地】i   B地1i   C地域   D地1王  A地1或   B地域   C地エー   D地1重  

北海道・宮城れ・秋田  北海道・宮城県・秋田  
県・山形線・茨城県・神  県・山形県・茨城県・神  

書森県・岩手れ・ネiも  ★桑県・岩手県・福島  
■．位   れ・東京都・古山県・山  ■．位   県・東京都・盲山県・山 梨県・長野県・沖A県    東川県 製県・長野県・沖縄県  

奈良県・1取県・広島  奈良井・鳥取県■広島  
県・熊本欄・鹿児島県   れ・熊本県・鹿児島県   

児手相談所一時保護施設本体   1人当たリ   乙1豊9   乙生娘  1且豊里  児i相談所一時保往施設本体  1人当たり   ⊥ヱ迎   遇   1．皇辿   ．u必  

8壬生孟馳鑓重量▲加纂   1立並呈た公  乙鮎坦  乙皇迎  

1人当たリ                    い＝蔓設計相当加算  ！初 度 設 備 相 当 加 井  1人当たリ  ヰ  

助産施設本体  迎       助  産  施  設  本  体  1人当たリ   乙鮎坦  

r初度設備相当加∫  ぷ迫  初正毅償相当加工  1人当たり   乙三豊  

羊L 児 院 本 体   ⊥廻       乳児院本体  ユ．邑之史   1丘邑企   1．豊王8   ユ．迎  

4ヰ  初丘毀傷相当加算（30人以下）  44  

初度股傭相当加算（30人以下）  
22  

御度投社格当加算（30人を超え る部分） u   
22  

吏規捜ク■ル丁7‘ヶ7量■加纂   ユ三並＝Z土 ヱ旦た旦   ⊥旦；坦  1且迎  

心 理 よ 法 王 量 斗 在I∫   1施設当たリ  Fむ璽▲法主土＝纂  1呈．旦隻9   1Z遡   1⊥ヱ19   出題迫  

子蕾て短期支は事1のための居王事  

加 暮  480   450   430   410  
子雷て短期支仕事暮のための居室曹  贅 ■     1人当たり  1乙1ヱ旦  1．皇之全         ⊥ま姐  
J 39  39  

410  390  370  350  き－▲′・・・、l「毒・・奏・こ・ n  1人当たリ 1人当たり  ヰ10   390   370   350  

1人当たり  皇旦9   
皇皇9   皇迎   皇（迎  ■児・■墟兜保書事義のための保★圭 尊を量儀する■合  書■加暮   皇ヱ9   主星里   ぷ迫   裏坦  厘竺蔓三幸空室車‾ 帽  

臣枕子生活＝壬＝加－  乙皇互生   乙坦9   乙；皿   乙迦  知子生活加績壬モー加暮  乙i辿   ヱ丘辿   乙ま迎   乙日立  

母 子 生 活 支 捜 施 設 本 体   1世帯当たり   呈且迫   皇」封迎   姐迫  母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たリ   且ヱ≦坦   皇丘18   皇．2豊里   皇且！迫  

初 度 毅傭 相当 加 暮   1世帯当たリ  初度投傭相当加井  4  

」．▼▼＿．．▼．＿＿．，▼▼＿＿ 

心 ず 書 法 壬 暮 ■ 加 事   1施設当たリ   む畳▲法主暮■加蔓   止丘≦迫  

1乙主星旦  

子1て短期支は事業のための居要事 正書加算  子tて短期支檀■義のための居壬鬱 t■加書  施股呈た盟  」ヱ且建  超遇  11ユ迫  乙迎  

拍…相当加井  」初虔設備相当加井  9  

トー川－【一」－、Ⅶ－【－－ 縫保事  
■児・■披児保★事業のための保書重  芸‡㌣官等彗  
讐を暮■する疇合  豊凶  

母子蒙摩響子★て文壇重書寸加■   四 旦迎  座日日r魔■子▼て支櫨重暮■加■  1人当たリ 1人当たり    亘皇9  主ZQ  gO  

「‾‾‾■  
声㌫当加算  3  1初度設ず相当加算   13   

⊥
‥
T
 
 
 



1人当たり   乙l迎   乙主星9   乙Z辿   lO   

t  初鷹投♯相当加■ H  1人当たり   4ヰ  

心 覆 t 法 璽 暮 ■ 加 算  1施設当たり   止且坦   ユ乙呈迎   ユ1ユ迫   ‖  

子★て短期文雄暮真のための量霊▼暮  ■ 加 算  1人当たり   920   8辿   三8塁  

ト1初廣設備相当加事   39  

’  

†戸車壷専車曹百官  皇王Q   550   皇迎   皇泣  

忘扁盲蒜這蒜諒l斎  170   160   150   †50  

L1．「  

巨損子生活…王暮…暮   乙旦！塵  乙旦王迎   乙左辺   10   

情緒陣書児短期治療施設本体   1人当たリ   乙旦u   乙工拉   乙腿   ヰ  

ヰ4  

【初度投書相当加■  1人当たリ      ・上il「一：l  

」；÷㌃；‾‘－■－  遁且迎   適且迫   1王』迫   追越   

l   

且子生活＝暮暮＝嘉   1施投呈た盟  乙邑1旦   乙逝哩   乙Z王立  

1人当たり  ⊥乙担   ⊥1遁   ユ．11塁   1』辿  

r‾劇‾■■‾■■▼【  

1人当たり  追   

児 暮 色 立 支 援 施 設 本 件   1人当たり   且A辿   ；は辿   且1Z旦   0  

≦初度毅傷相当加暮   1人当たり   叫  
円  

t・・‥1…・  1足並旦た公   』且坦   ユ乙遇   皿   11．旦皇9  

1子生活旗■重暮書加■  1施股旦た且   
卜  

乙引．8   乙迫9   乙乙辿   

i断＊M暮■加算   ⊥乙迎   1．ユヱ9   ⊥日立   ユ．旦辿  

向丘設備相当加算   37   

児暮書庭支援センター本体   1施設当たリ   エ塾坦   三丘些⊇   王ユ迎   且ヱ辿   

l■  1暮成施投本体  ⊥㌫迫   ユ』迎   ⊥乙坦   

甘■山i†「・≡ソー   44   

小親機住居型児t暮書事業所   1人当たり   
呈』迎  鮎必   

封．1迫  

初 度 毅 甘 粕 当 加 算  1人当たり   14   

児壬自立生活援助事業所  迅  過  730  

「W‾▲■一‘‾‾一【【，‾  

初度設備相当加■  

F初度数儀相当加■    1人当たり   ｝  

企靂‖121＝Z：±Zl▲加蔓   

●山■  M           1空也＝ヱ土 ヱ呈た盟  且出没  凶岨  呈．辿  剋   心 覆 ■ 法 童 暮 ● 加 暮  1施設当たり 1人当たり  1墓⊥迫  1乙皇主立   エ1．皇王立  鮎拉  
9   

初度数★相当加事 ■児・■後光優t事事のための曝書妻 書を量●する■合  
辿  

J － 1■l1’二  1人当たリ   170  160  150  

芦撫子生活加■璽書■加算   1生玉呈た旦  乙辿  乙英独   ㌫氾   乙！旦塁  

情緒  庫書児短期治療施設本体  1人当たリ   乙旦姓   乙出   ヱ且迎  
「▼‾「■【一一▲‾“‾【－‾  

喜初度設備相当加仁■ 円  1人当たり   44  

立通  

れ子生活■■量贅■加算   1盟主呈た盟   

岳州1全一い＝三＝加暮 岳心t一法重暮一加－  1之此＝之土 ヱ皇た曳  

乙邑辿  

i所鯵∩嚢■加暮  1人当たリ   呈』迎         乱乙迎  
初度殺傷相当加算  1人当たり   37   

児土自立支援施設本体   呈且辿  i且1旦  

ル■山パ■r■三ノl  44  

】山麓12丁＆＝Z‥生垂二  且ぷ迎   且鮎迎   ㌫乙迎   呈．迎  

心t■法王暮■加■   通⊥迎  遁且辿  山且；坦   11．Z皇9  

1子生活1一線重量■加仁■  ユ丘重旦た曳  退泣  乙ま迎  Zヱ1虫   乙戯  

▲l帯Iln■■血書  ⊥乙辿  1ユ旦塁  ⊥1旦9  

「】‾‾－【’■▼ 1初度数…当…   7  

児暮＃庇支援センター本体   1施設当たり   旦．凹   上皇迎   乙巴迫   猥   

1暮成施設本体  ユ．封迎   1ユ之⊇   1且迫  
「∬Ⅶ‾  
喜初度設備相当加算   

小規  横住居型児童義J＝l業所  一   ●   ●●   

▼  

＝の度＃ト繍相＝当加】 H   

児暮自 立生活援助事 業所   1人当たり   －  ●：■  乙泣虫  

1人当たり  l  

撃 

．、  

一  －i■とご－ぷも㌧玉」■モー‾挙 ノ・一  ー1筐：－＿ご－一▲＿．・†、亡 ・  ′－ ＿．▲＿・・上こ   ′⊥F ＿－．．．．．． rr‾  こ■＿■＿ 「．．＿． ・＝  



皇．姐旦   ・…  ・ ・′        妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たリ   迅迫   旦且辿   皇ヱ坦   出j担  

初……当…   1人当たリ  44  4ヰ  

日中支鰻（デイケ丁）利用曽のための居 圭を曇■丁る■含の加■  1人当たり   

主且坦  
＝・ 卓秦L一幸≡二＝－．，・．二  
壬をt■する■合の加算   姐迎   辿坦   乙且皇虫   7  

】初……当州  1人当たり   3，  ∃初…朋州  1人当たり   ユ9  

婦 人 相 談 所 一 時 保Il施 設   1世帯当たり   乙1盟   ●・●  ・・－  ；一●      婦人 相 談 所 一 時 保雄 施 設  1せ♯当たリ   乙日立   乙且1£   1．皇19  

初 度 投傷相 当 加井   1世帯当たり  ヰヰ  初丘投傷相当加井  ■l  

トー  
トむq■法重暮■加暮  ユ且1迎  ⊥1ヱ皇立  いb糧■法重量t加工   1乙塾鰻   1乙追白   11ヱ19  

“ て良書妻書書加暮  星延  550   皇迎   皇！担  伯 僕▼■重暮■加∫  
ト  

旦三塁   550   皇Z旦   裏坦  
L   

弓筆書重量■加暮    1人当たり   旦担   550   主迎   蔓延  ≒事tt■■加暮  1人当たリ   亘三9   550   皇之旦   裏坦  

婦人保珪施設本体  呈且辿   ⊇」乙l迎   乙邑89    婦 人 像 杜 絶 設 本 体  1世＃当たり  呈』迎   旦」．；迫   Z且担  呈．凹  

初度設備相当加井  1世＃当たり  ヰ4  

柑 ほ  ¶‾「  

I＝＝＝＝■＝  ．迫⊥迎   1乙；泣虫   j 心 ■ ▲ 法 主 義 ■ 加 霊  1施投当たリ   1乙皇土9   1乙㌫坦   11．ヱ1虫   l】 0  

（注）1豪雪地帯対策特別拝t法（昭和37年法律第乃号）第2条第2Ⅰ真の規定に基づき指定された特別豪t地域に所在する場合は、A地域基準点散を適用          （注）1豪書地静対篇惜別繕t法（昭和37年法律第73号）第2粂第2項の規定に基づき措定された特別豪雷地域に所在する場合は、A地域基準点数を適用  
し、さらにその定める方法により霊定された点数に対して、0．08を彙じて得られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  し、さらにその定める方法により井定された点数lこ対して、0．08を彙じて得られた点数を加★すること。（小敵点以下切捨て）  

2 改築丑備に係る初度毀傷相当加井は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労鞠大臣の必要と紘めたポイントであること。  2 改築蓋儀に係る初度設備相当加事は、交付墓ヰ点数の2分の1以内で厚生労■大臣の必要と扱めたポイントであること。  
3 一部改築及び拡弧こ係る交付益礎点数は、「次世代書成支援対策施設整傷交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の事定方法の取扱いに  3 一部改豪及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代書成支檀対策施設整傷交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の暮定方法の取扱いに  
ついてJ（t児乗算0812005号平成20年8月t2日厚生労■省t用均等・児暮書鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  ついて」（1児発第0引2∞5号平成20年8月12日厚生労≠省t用均等・児王女鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  

4 母子生活支檀施設に小親機分園型母子生活支援施股を投正する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する．  4 母子生活支檀施設に小親機分薗聖母子生活支檀施設を設置する場合には、母子生活支援施投の交付基礎点数を適用する。  
5 児暮事捜施設lこ地域小規摸児暮■捷施設を投書する場合には、児壬暮雄施設の交付墓ヰ点数を書用する．  5 児暮暮旺施設に地域小旗捜児暮暮捜施投を投■する糧食には、児玉養護施設の交付基礎点数を適用する。  
6 享し児院、母子生活支擾施設、児童暮捜施設、情緒障害児短期治療施設、児玉自立支援施設、婦人良性施設で一時保Il委託を受け入れるための蔓  6 乳児院、母子生活支援施設、児1t抹施臥情緒♯書児短期治療施臥児暮自立支援施設、婦人保護施投で一時保雄委託を受け入れるための整  
傭をする場合には、当旗本体及び初鷹設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  ヰをする坤合には、当該本体及び初度数傷相当加暮（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  
7「病児・病後児保青書業のための良書主事を豊傷する場合」については、「保書対策等促進事業の実施について（平成20年6月8日足児発第080900t  7 り舞児・病後児保書事業のための保書圭等を生傷する場合」については、r保書対策等促進事業の実施lこついて（平成20年6月9日1児失策0609001  
号通知）」に基づき、病児・痍後児保書事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保書重等を整備する場合に限る。  号通知）」に暮づき、病児・■緩児保書事業のうち痍児対応型及び病後児対応型を実施するための保書重等を整備する場合に限る。  
8 血年丘から繰越を行った事業については、迫年度に設定された交付基ヰ点数を適用する。  8生成ヱ旦年度から繰越を行った■集については、王立乙9年廣に設定された交付基礎点数を適用する。   
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■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に規定する  
沖縄振興計画に基づく事業として行う場合）  

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4粂第1項に規定する   
沖縄振興計画に基づく事業として行う場合）  

単 位   ■■・∴ 二   

助  産  施  設  本  体  1人当たり   過   

初 度 重臣 備 相 当 加 算  1人当たり   44（）   

乳   児   院   本   体  1人当たり   呈⊥乙旦   

㈲膿儀傭相当加算（30人以下）  1人当たり   60   

‾  
恒産碧繭吉幣ヂi 凹  1人当たり   30  

「   ▲‾ ▲ ‾m▼   

L】＿ 】 一＿‖＿＿ 
l心…法主藍…算  1施設当たり   退去∈迫  

】子育て短期支欄事暮のための居室書 ・ト ■  1人当たり   640   

」」度設備相当…  1人当たリ   
50   

l年齢延長児を受け入れるための居室讐  1人当たリ   550   
トーーーー劇－－－－，・・－－－－－一一‘■■‘▲  

二軍箪竺筆写竺 
一一   

博子 生活罰磯重 丑年加暮  ユ施蕊呈た旦   呈丘辿   

母 子 生 活 支 蛙 施 設 本 体  1世帯当たり   軋鎚坦   

初度設備相 当 加 算  1世帯当たり   70   

心理療法 圭 暮ヰ加 暮  1施設当たり   1旦A≧旦  

j子雷て短期支嬢事義のための愚妻等  1世帯当たリ   
暮  ヰ  加  暮   姐迎  

¢0   

当…  1世帯当たリ  

L病児・病後児保書事暮のための保書重専  1人当たリ   鮎迫   

」  母子蒙由一子†て支援重畳■加暮  1人当たリ   1．呈呈9  

20   

単 位   沖縄県   

助  産  施  投  本  体  1人当たリ   且邑≦坦  

1人当たり   440   

乳   児   院   本   体  1人当たり   呈遡   

ブ ▼．‘†「■≡l   ●  1人当たリ   60   

初度設備相当加算（30人を超え  1人当たリ   30   

乙越   
ヱ呈た旦  

心 糧 覆 法 室 暮 ■ 加■  1施設当たリ   艮且辿   

640   

50   

並立12二丘ニZ二土工量生血暮  ユヱ也＝2土                  子書て短期支縫事薫のための居室事  1人当たり    手  傷  加  暮  「一‘‾’▼1u¶  1人当たリ    i初度設備相当加井  年齢猛畏児を受け入れるための居室響  1人当たり   550   

ー【－【－－一－ 
桐児・病後児良書事真のための保青室蠣   1人当たり   ヱ旦9   

「一一一一′一－′＝－－，・，」   

博子生活鞘は妻整備加井 h  l・溝   ＆虫辿   

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たり   豊丘迫  

「初虔牧傭相当加算  1世帯当たリ   70  

1心理■法重量■加算  1施毀当たり   j且三色墾   

子青て短期支欄事真のための居室零  1世帯当たり  A且辿  

反故備相当…  1世帯当たり   

病児・病後児保書事義のための保＃圭事  1人当たり   
を  贅 ■  す る  場  合   

母子モ脇書子1て文雄主事■加事  j  

60   

1．呈旦9   

主・・■t r・働■  1人当たリ  

≡司   

（注）1改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
2一部改築及び拡張に係る交付よ礎点数lよ、「次世代育成支撲対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る  
交付金の暮定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児i家庭局長通  
知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
3母子生活支援施設に小規模分匪聖母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適  
用する 
。   4乳児院及び母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初産設備相  
当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  

5鳩動病後児保育事業のための偉才圭等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成  
20年8月9日t児乗算00㈹00l号通知〉」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施する  
ための保育室等を整備する場合に限る。  
6王政≧旦年度から繰越を行った事業については、王威旦旦年度に設定された交付基礎点数を適用する。  

（注）1改簗整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
2 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、r次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡矧こ係る  
交付金の算定方法の取扱いについて」（1児乗算0612∞5号 平成20年6月12日厚生労働省t用均等・児童家庭局長通  
知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
3 母子生活支援施設に小規模分園型母子生活支援施設を没書する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を連  
用する 
。   4 乳児院及び母子生活支緩施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相  
当加算（一人当たり）の交付暮礎点数を適用する。  

5「病児・病後児保育事業のための保書主筆を整備する場合Jについては、「保書対策等促進事業の実施について（平成  
20年8月9日t児発第08090別号通知）」に▲づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施する  
ための保育室等を整備する場合に限る。  
6飽年度から繰越を行った事業については、軋年度に設定された交付基礎点数を適用する。  

■  
こ ■  
】  
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■交付基礎点数表（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2条         ■交付基礎点数表（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2条   
第3項に規定する公害防止対策事業として行う場合）  第3項に規定する公害防止対策事業として行う場合）  

A地ユ童   β地1支   C地1壬   D地1ま  A他】ま  B地域  C地域  D地域  

北海道・富媚欄卜秋田  北海道・宮城県・秋田  
れ・山形県・茨城れ・榊  県・山形県・茨城県・榊  

書さ県・岩手れ・橿1  t森県・岩手れ■積も  
■ 也   県・東京載・書山県・山  ヰ 位   れ・東京都・書山県・山  
梨れ・長野県・沖縄県  製県・長野県・沖縄≠  

乗員燥・■取県・広も  奈良県・■取県・広も  
れ■熊本県・産児1膚   県・熊本れ・鹿児島県   

助  産  施  政  本  体  1人当たり   2且迎   乙ぷ辿   乙主星企  助産施設本体  乙旦1塁   乙鮎坦   ヱ丘建   乙土！旦  

㍉＝＝針叶相当加算  1人当たり  初虔投■相当加算   

乳 児 院 本 体  ■  ●●       乳児扶本体  ＝ ●  ●－  ・■  ＝  ● ●  ユ丘迎  

Ji、I「一≡Il   ◆9  初度設備相当加■（30人以下）   49  

卜初丘投備相当加算（30人を超え る 食8 分）  1人当たり   
24  

初度毅∬相当加井（30人を超え る卸分）  
2ヰ  

け用‖＝：血＝】一±Z靂■加工 ト¶仙【－－一1・・  1∠止＝2土 ヱ皇た吏   ⊥退q   ⊥邑遁   1丘皇虫   ユ．主19  

1施設当たり  ユ出し∃担  心理■法主暮■加算  ユ且之皇⊇   ユ立退旦   週』迎  1乙組g  

1人当たり  
500   ヰ70   450  

遁⊥建 170  ロ   トー、・－－一－－－¶・－－－ ‖  
1人当たリ  43  

1人当たリ   

1人当たリ  

ヰ50  430  小0  1人当たリ  430  」‖0   390  ；・t．一 
予後門事㌢等  全盛  旦19  皇坦  瞥を暮■する叫 旦呈9  旦Z9  旦些  

■児・■橡児侵▼事薫のための侵書壬 合  1人当たリ  

乙互生9  冒・子生活…壬暮…算  1並足呈上史  乙ヱ旦9  乙旦基金  乙退迎  呈且迎  

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たり   血生迎   旦⊥王立   邑彪迎   皇丘姐    母子生活支援施設本体   軋鮎坦   皇且迫   皇ユ皇塁  

初 度 設 備 相 当 加 算  1世帯当たリ   49  初度設備用当加事   49 

心書止法主1サ加暮  心理■法主曇■加暮  

r子tて短料文雄■暮のための居婁事虚  ● 加 暮  ㌢子短扁ii論i ＋■加■   
1皇』迫 3丘迎  

■  
遇 ⊇丘辿  

43  13 

玉皇塁  ・」ヒーr・き・さ・≦  1人当たリ   
■児・■瞳児侵雷事業のための俣書重 専を霊■ナる■合  1人当たり  】 ！初度設備相当加井  1世帯当たり  ！初度設備相当加暮  1世帯当たリ  旦（迎  

声㌫子★て支…■㌫  1人当たリ  ヱ三塁  座子雷鳥響子1て支檀重義■加暮  1人当たリ   旦皇虫   旦皇9  810  780  皇生壁  ～  「   
7 土 i▲「 ●；  ！  1人当たり  15  j初度設備相当加算  1人当たリ  

⊥
．
T
 
 
 




